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はじめに

～新行政改革大綱推進計画（改訂版）の意義と位置づけ～

　

津別町新行政改革大綱は、平成１８年３月に策定し、計画期間を平成２１年度までと定め、この間「津別町自主・自立まちづくり検討会議」の提言を尊重しながら、新行政改革大綱推進計画や自主・自立まちづくり推進計画に基づき、具体的に取り組みを進めてきたところです。

　津別町は、平成２２年４月からスタートする本町の最上位計画として、「第５次総合計画」(以下「総合計画」という。)を策定したところですが、この総合計画の基本的な考え方は、基本構想に掲げた本町の将来像を地域のみんなの行動により実現していこうというもので、行政は、町民の主体的な取り組みを支えていく役割に加え、地域経営を進めていくための一組織という考え方が基本となるものであり、１８年３月策定の新行政改革大綱の基本理念（「自分たちの地域を自分たちの手で」）と共通するものであります。

このため、本新行政改革大綱推進計画の改訂版は、総合計画の一部として、総合計画に掲げる計画事業及びプロジェクトに基づくまちづくりに向けた地域経営を進める行政の役割や行政経営のあり方として位置づけるとともに、平成２２年度を始期とする具体的なアクションについて示していくものです。

１　基本的考え方

総合計画の基本構想に掲げる将来像を実現し、それが持続可能な地域社会としていくためには、これまでの行政と住民の役割を更に大きく前進させる展開が必要であります。

総合計画の基本的考え方は、「まちは舞台、町民が主役」とあるように、津別町で活動するすべての人々がまちづくりの担い手となり、地域のみんなでまちづくりを目指そうというものです。

そのため、行政の役割は、セフティーネットや基盤整備などの範囲を明確に示していくとともに、総合計画に掲げる基本構想の実現に向け、その主役である住民の皆さんが地域づくりの実践がしやすい環境を整えることを中心に考えた組織体制や仕組みを構築していく必要があります。

このことから、行政組織のあり方、資源配分の考え方、資源配分の仕組みづくりなど行政の経営自体を問い直さなければなりません。

２　行政経営目標

私たちのまちを持続可能な地域社会とするためには、住民参画・協働社会の中で住民を支援する機関として、必要な人材の育成、財政の健全性の維持、住民との情報共有等を図り、職員自らが地域の中心的役割を果たす組織づくりを目指します。

３　行政経営目標設定の理由

総合計画では、住民が主役として自治力・地域力をいかにまちづくりに結集するかが求められていますが、これからのまちづくりに当たって、住民参画・協働社会の実現は、一朝一夕には進まず、多くの時間を要するものと考えます。

そのために、行政は住民等の理解を深めることからはじめていくことになりますが、理解を深めるには、住民、自治会、企業など様々な方々の対話を重ねる中で信頼関係を築いていくことが基本であります。

４　行政目標を達成するために

総合計画は、住民が主役の実行する計画としていますが、行政目標を達成するために、一つは、正確な意思決定ができる仕組みが構築されことです。　　　　　

そのため、住民ニーズや社会経済情勢などの情報を多く取り入れることと、取り入れた情報を正確に分析することが必要です。更には、どのような情報をもとに、どのような過程を経て、どのような意思決定をしたのかが素早く正確に住民に伝わることが重要となります。特に、住民ニーズを取り入れる仕組みや住民に情報提供を行う仕組みは、行政目標を達成する大きな要素となります。

二つ目は、意思決定された内容を戦略的に展開し、実現できる仕組みです。これは、主にヒト・モノ・カネの資源配分に関わるものですが、限られた資源をいかに効率的、効果的に配分していくことが重要となり、負担とサービスの関係性や地域経営における役割分担についても、住民の皆さんと多くの議論を重ねていく必要があります。また、効率的・効果的経営や地域経営を進めるためにも職員の意識改革や能力向上の取り組みが必要となります。

以上のことから、行政目標を達成するために、住民の視点での政策決定の仕組みの構築、政策決定した内容を効率的、効果的に進めるために次の戦略方針を柱として行政経営改革を進めることとします。

５　戦略方針

1） 地域主権時代にふさわしいリーダーシップの確立

町長のリーダーシップのもと、地域主権の時代にふさわしい新たな経営戦略を打ちた

て、持続可能な地域社会を目指して確実に実行を図ります。

２）住民満足度向上に向けた取り組み
住民満足度を高めるために、住民の視点に立った窓口業務を確立するとともに、住民

との対話を通じ住民満足度を的確に把握し、住民意向を聞く広聴機能の充実を図ります。

３）戦略的な事業展開に向けた仕組みの確立

　　総合行政評価システムを構築する中で、各課が経営的視点を持って、目標指標、目標管理、コスト意識の徹底した仕組みを構築した事業実施や組織運営を行います。

　　

４）新しい政策に対応する新組織の整備
　　総合計画に掲げた計画事業及びプロジェクトを推進するための組織体制の整備や変化をする時代背景の中で、新たな政策における町長の指示に迅速に対応ができ、また現場からの問題提起をしっかりと反映ができる柔軟で機動的な組織をつくります。

　　また、町としての主体性と責任をもち、行政の主な役割を、これまでの直接的なサービス提供中心のあり方から総合的なコーディネート機能を重視したあり方に転換します。

５）人材育成制度の改善と適正配置の実施

　　総合計画に掲げる基本構想の将来方向に連動させて、職員能力を開発する人材育成制

度の再構築、人事評価制度を導入し職員一人一人がそれぞれの職場で、自信と気概をも

って改革、改善の意欲を持てるような仕組みをつくります。また、津別町定員管理計画

の見直しを行います。

6） コスト削減と歳入確保に向けた工夫

　　健全な財政運営を維持するため事務事業等の見直しなど行財政改革を推進します。そのため、職員一人一人がコスト意識を持って経営的視点を持つ取り組みを強化し、社会的公平性の維持と受益と負担の適正化、税収の向上を始め財源確保に向けた積極的な展開を図ります。
7） 民営化・委託化の一層の推進と協働領域の拡大促進

　　町の事務事業の見直しを徹底し、民営化、委託化の推進を図ります。

協働領域の拡大促進に当たっては、ヒト・モノ・カネなどのあらゆる地域資源を自治体経営における資源としてとらえ、有効活用を図るとともに、事業の計画段階、実施段階における多様な住民参加を推進し、「まちづくりセンター」と連携や支援を積極的に行います。

8） 情報の共有とセキュリティの追求

　　行政の説明責任に基づき、ホームページ等の活用の拡充・強化などにより、住民にわかりやすい情報の提供をするとともに、開かれた自治体を目指します。

また、個人情報保護などセキュリティ対策を徹底し開かれた地域情報システムを構築します。

　
９）活動結果の分析から次のステップへ

　　総合計画の達成状況、行財政改革の達成状況、財政状況、事業評価などを公表し、次の新たな展開のステップとします。

６　推進計画

計画の推進期間は、平成２２年度を起点として総合計画期間の平成３１年度までの期

間とする。

７　アクションプラン（行動計画）

　　　

別表のアクションプラン（行動計画）は、総合計画期間内の前期５年間として、後期

期間は、前期期間の総括にたって見直しをする。

８　進行管理について

　別紙アクションプラン個票をもって進行管理し、津別町行政改革推進委員会に進捗状況を報告する。

　
